
大 阪 広 域 水 道 企 業 団 会 計 規 程 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 程 を 公 布 す る 。  

平 成 31年 ４ 月 １ 日  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団  

企 業 長  竹 山  修 身  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 管 理 規 程 第 ７ 号  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 会 計 規 程 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 程  

（ 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 会 計 規 程 の 一 部 改 正 ）  

第 １ 条  大 阪 広 域 水 道 企 業 団 会 計 規 程 （ 平 成 23年 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 管

理 規 程 第 27号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定

に 下 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

 

改正後 改正前 

  

目次 目次 

第１章・第２章 （略） 第１章・第２章 （略） 

第３章 （略） 第３章 （略） 

第１節・第２節 （略） 第１節・第２節 （略） 

第３ 節  金銭 出納員等 の収納事務（第

31条―第34条） 

第３ 節  金銭 出納員又 は分任金銭出納

員 の 収 納 事 務 （ 第 31条 ― 第 34

条） 

第４節―第７節 （略） 第４節―第７節 （略） 

第４章・第５章 （略） 第４章・第５章 （略） 

第６章 固定資産会計（第97条―第102条

の３） 

第 ６ 章  固 定 資 産 会 計 （ 第 97条 ― 第 102

条） 

第７章 （略） 第７章 （略） 

第８章 削除 第８章 契約（第104条―第127条） 

第９章―第12章  （略） 第９章―第12章  （略） 

附則 

 

附則 

 

（企業出納員等） （企業出納員等） 

第３条 （略）  第３条 （略）  

２  （略） ２ （略） 

３  企業条例第３条第２項第１号イに定め

る表の第１欄に掲げる事業（以下「市町

村域水道事業」という。）に現金取扱員

を置く。 

３  市町村域水道事業（企業条例第３条第

２項第１号イに定める表の第１欄に掲げ

る事業をいう。以下同じ。）に現金取扱

員を置く。 



４  現金取扱員は、企業長が指定し、料金

その他の現金の徴収に関する事務を上司

の命により行う。 

４  現金取扱員は、上司の命を受け、料金

そ の 他 の 現 金 の 徴 収 に 関 す る 事 務 を 行

う。 

５ （略） 

 

５  （略） 

 

（会計の区分） （会計の区分） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ （略） ３ （略） 

(1) 泉南水道事業  

(2) （略） (1) （略） 

(3) 阪南水道事業  

(4) 豊能水道事業  

(5) 忠岡水道事業  

(6) 田尻水道事業  

(7) 岬水道事業  

(8)・ (9) （略） 

 

(2)・ (3) （略） 

 

（会計伝票の種類及び用法） （会計伝票の種類及び用法等） 

第８条  会計伝票の種類、作成者及び内容

は、別表第２のとおりとする。 

 

第８条  会計伝票の種類、作成者、内容及

び 作 成 時 期 は 、 別 表 第 ２ の と お り と す

る。 

 

（証拠書類等の管理） （証拠書類等の管理） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 支払に必要な書類 (2) 支払依頼書 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 

（ 公 金 の 徴 収 等 の 委 託 に 係 る 証 明 書 の 交

付） 

（ 公 金 の 徴 収 等 の 委 託 に 係 る 証 明 書 の 交

付） 

第 18条  企業長は、地企令第 26条の４の規

定による公金の徴収又は収納の事務の委

託をしたときは、受託者（以下「公金徴

収事務等受託者」という。）に対し証明

書を交付する。 

 

第 18条  企業長は、地企令第 26条の４の規

定による公金の徴収又は収納の事務の委

託をしたときは、証明書を交付する。 

 



（調定の変更による通知等） （調定の変更による通知等） 

第22条  （略）  第22条  （略） 

(1) 調定を取 り消した 場合  金 銭が収納

済で あるとき は、第 29条の規定に基づ

き払 い戻し又 は充当し 、金銭が収納未

済で あるとき は、納入 義務者に取り消

した旨を通知する。 

(1) 調定を取 り消した 場合  金 銭が収納

済で あるとき は、第 29条の規定に基づ

き還 付し、金 銭が収納 未済であるとき

は、 納入義務 者に取り 消した旨を通知

する。 

(2) （略）  (2) （略） 

(3) 調定金額 を減額す る場合  金銭が収

納済 であると きは、減 額分について第

29条 の規定に 基づき減 少額について払

い戻 し又は充 当し、金 額が収納未済で

ある ときは、 納付すべ き金額が減少し

た旨 の通知に 新たに納 入通知書又は納

付書を添えて送付する。  

(3) 調定金額 を減額す る場合  金銭が収

納済 であると きは、減 額分について第

29条 の規定に より減少 額について還付

し、 金額が収 納未済で あるときは、納

付す べき金額 が減少し た旨の通知に新

たに 納入通知 書又は納 付書を添えて送

付する。 

２ （略） 

 

２  （略） 

 

（納付の方法） （納付の方法） 

第 23条  納入通知書を受けた者又は納付書

により納付しようとする者は、これに現

金を添えて納付しなければならない。 

第 23条  納入通知書を受けた者又は納付書

により納付しようとする者は、これに現

金を添えて金融機関窓口にて納付しなけ

ればならない。 

 

（過誤納金の戻出） （過誤納金の戻出） 

第 29条  収支等執行者は、収入の誤納又は

過納となった金額を払い戻すときは、支

出伝票により、当該収入から戻出しなけ

ればならない。ただし、納入義務者に係

る未収金がある場合は、当該納入義務者

の申出により充当することができる。 

 

第 29条  収支等執行者は、収入の誤納又は

過納となった金額を払い戻すときは、支

出伝票により、当該収入から戻出しなけ

ればならない。 

 

第３節 金銭出納員等の収納事務 

 

第 ３ 節  金 銭 出 納 員 又 は 分 任 金 銭

出納員の収納事務 

 

（金銭出納員等の直接収納） （金銭出納員又は分任金銭出納員の直接収

納） 

第 31条  金銭出納員、分任金銭出納員、現

金取扱員、出納取扱金融機関等又は公金

徴収事務等受託者は、収入の納付を受け

た場合は、領収印を押印して領収を証す

る書面（以下「領収書等」という。）を

当該納入義務者に交付しなければならな

い。ただし、口座振替の方法により収納

第 31条  金 銭 出 納 員 又 は 分 任 金 銭 出 納 員

は、納入義務者から納入通知書又は納付

書によらないで現金を収納したときは、

領収印を押印して領収証書を当該納入義

務者に交付しなければならない。 



した場合は、領収書等を発行しないこと

ができる。 

２  金銭出納員、分任金銭出納員、現金取

扱員、出納取扱金融機関等又は公金徴収

事務等受託者が証券を受領したときは、

領収書等の余白に証券の金額及び「証券

受領」を付記しなければならない。 

 

２  金銭出納員又は分任金銭出納員が証券

を受領したときは、領収証書の余白に証

券の金額及び「証券受領」を付記しなけ

ればならない。 

 

（収納金の取扱い） （収納金の取扱い） 

第 32条  金 銭 出 納 員 又 は 分 任 金 銭 出 納 員

は、自ら現金を収納したとき又は次項の

規 定 に よ り 現 金 の 引 継 ぎ を 受 け た と き

は、収入伝票を発行するとともに、原則

として即日又はその翌日に出納取扱金融

機関等に払い込まなければならない。 

第 32条  金 銭 出 納 員 又 は 分 任 金 銭 出 納 員

は、自ら現金を収納したときは、即日又

はその翌日に払込書を添えて出納取扱金

融機関等に払い込まなければならない。 

２  現金取扱員又は公金徴収事務等受託者

は、現金を収納した場合は、当該現金を

その内訳を示す書類を添えて即日又はそ

の翌日に分任金銭出納員に引き継がなけ

ればならない。 

 

３  金銭出納員は、第 64条第２項（同条第

３項において準用する場合を含む。）の

規定により収納済通知書又は納入済通知

書（以下「収納済通知書等」という。）

の送付を受けたときは、市町村域水道事

業に係るものについては収納済通知書等

を収支等執行者へ送付し、それ以外のも

のについては収入伝票（第１項の規定に

よ り 収 入 伝 票 を 発 行 し た も の に つ い て

は、現金を預金に振り替える振替伝票）

を発行しなければならない。 

２  金銭出納員は、第 64条第２項に規定す

る収納済通知書の送付を受けたときは、

収入伝票を発行しなければならない。た

だし、前項によるものについては、収納

済通知書により現金を預金に振り替えな

ければならない。 

４  市町村域水道事業に係る収支等執行者

は、前項の規定により収納済通知書等の

送付を受けたときは、第１項の規定によ

り収入伝票を発行したものを除き、収入

伝票を発行しなければならない。 

 

 

 

（証券による収納済額の取消し） （証券による収納済額の取消） 

第 33条  金銭出納員は、第 66条第２項又は

第４項の規定により収納済額の取消報告

書及び支払を拒絶された証券の送付があ

ったときは、直ちに収納済額を取り消す

とともに、収支等執行者に通知しなけれ

ばならない。 

 

第 33条  金銭出納員は、第 66条第２項及び

第４項の規定により収納済額の取消報告

書及び支払を拒絶された証券の送付があ

ったときは、直ちに収納済額を取り消す

とともに、収支等執行者に通知しなけれ

ばならない。 

 



（資金前渡職員の指定） （資金前渡職員の指定） 

第38条  （略）  第 38条  （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４  所属長は、第１項又は第２項の規定に

より資金を前渡される者について、毎年

度当初（異動があった場合には、異動の

とき）に、前項の規定により指定された

者については指定したときに、その者の

職、氏名、使用の印影等を記した報告書

を、分任金銭出納員を経由して金銭出納

員に提出しなければならない。ただし、

口座振替の方法により資金を前渡する場

合は、この限りでない。 

 

４  所属長は、第１項及び第２項の規定に

より資金を前渡される者について、毎年

度当初（異動があった場合には、異動の

時）に、前項の規定により指定された者

については指定した時に、その者の職、

氏名、使用の印影等を記した報告書を、

分任金銭出納員を経由して金銭出納員に

提出しなければならない。ただし、口座

振 替 の 方 法 に よ り 資 金 を 前 渡 す る 場 合

は、この限りでない。 

 

（支出事務の委託） （支出事務の委託） 

第 42条  地企令第 21条の 11第１項の規定に

より、必要な資金を交付して、私人に支

出の事務を委託するときは、前３条の規

定を準用する。 

 

第 42条  地企令第 21条の 11第１項の規定に

より、必要な資金を交付して、私人に支

出の事務を委託するときは、第 38条及び

前条の規定を準用する。 

 

（支払手続） （支払手続） 

第 49条  金銭出納員は、出納取扱金融機関

に対し、支払に必要な書類又は支払電磁

的記録（口座振替に必要な内容を記録し

た電磁的記録をいう。以下同じ。）を交

付 し て 、 支 払 を 依 頼 し な け れ ば な ら な

い。 

第 49条  金銭出納員は、出納取扱金融機関

に対し、支払依頼書又は支払電磁的記録

（口座振替に必要な内容を記録した電磁

的 記 録 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 交 付 し

て、支払を依頼しなければならない。 

２ （略） 

 

２  （略） 

 

（口座振替不能） （口座振替不能） 

第 51条  金銭出納員は、出納取扱金融機関

から第 67条第２項の規定による振込不能

照会書の送付を受けたときは、直ちに収

支等執行者にその旨を通知しなければな

らない。 

第 51条  金銭出納員は、出納取扱金融機関

から第 67条第２項の規定による口座振替

不能通知書の送付を受けたときは、直ち

に収支等執行者にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

２  収支等執行者は、事実を調査した上、

振込変更組戻依頼書を作成し、金銭出納

員に送付しなければならない。 

２  収支等執行者は、事実を調査した上、

口座振替訂正依頼書を作成し、金銭出納

員に送付しなければならない。 

３  金銭出納員は、収支等執行者から送付

された振込変更組戻依頼書を出納取扱金

融機関に送付しなければならない。 

 

３  金銭出納員は、収支等執行者から送付

された口座振替訂正依頼書を出納取扱金

融機関に送付しなければならない。 

 

（入札保証金又は契約保証金の納付） （入札保証金又は契約保証金の納付） 



第55条  （略） 第55条  （略） 

(1)― (6) （略） (1)― (6) （略） 

(7) インター ネットを 利用して 固定資産

及び 物品の売 払いを行 う事務手続を管

理す る事業者 の保証  保証の書面に記

載された保証金額 

(7) インター ネットを 利用して 固定資産

及び 物品の売 払いを行 う事務手続（以

下 「 固 定 資 産 等 売 却 シ ス テ ム 」 と い

う。 ）を管理 する事業 者の保証  保証

の書面に記載された保証金額 

２ （略） 

 

２  （略） 

 

（収納金の領収と収納済通知書等） （収納金の領収と収納済通知書） 

第 64条  収 納 取 扱 金 融 機 関 は 、 納 入 通 知

書、納付書、払込書又は返納通知書に添

えて現金を受領したときは、領収印を押

印して領収書等を納入義務者に交付する

とともに、収納済通知書等を、受領した

日から起算して日曜日等を除いた３日目

に出納取扱金融機関に送付しなければな

らない。ただし、市町村域水道事業にお

ける取扱いについては、別に定める。 

第 64条  収 納 取 扱 金 融 機 関 は 、 納 入 通 知

書、納付書、払込書又は返納通知書に添

えて現金を受領したときは、領収印を押

印して領収証書を納入義務者に交付する

とともに、収納済通知書を、受領した日

か ら 起 算 し て 日 曜 日 等 を 除 い た ３ 日 目

（市町村域水道事業においては原則とし

て４日目まで）に出納取扱金融機関に送

付しなければならない。ただし、市町村

域水道事業においてやむを得ない事情が

ある場合には、５日目以降に送付するこ

とができる。 

２  出納取扱金融機関は、前項の規定によ

り送付を受けた収納済通知書等をその翌

日（市町村域水道事業においては原則と

して３日目まで）に金銭出納員に送付し

なければならない。ただし、市町村域水

道事業においてやむを得ない事情がある

場合には、４日目以降に送付することが

できる。 

２  出納取扱金融機関は、前項の規定によ

り送付を受けた収納済通知書をその翌日

（市町村域水道事業においては原則とし

て３日目までに）に金銭出納員に送付し

なければならない。ただし、市町村域水

道事業においてやむを得ない事情がある

場合には、４日目以降に送付することが

できる。 

３ （略） ３ （略） 

４  第１項（前項において準用する場合を

含む。）において、現金の代わりに証券

を受領した場合の取扱いについては、第

31条第２項の規定を準用する。 

 

４  第１項において、現金の代わりに証券

を受領した場合の取扱いについては、第

31条第２項の規定を準用する。 

 

第 65条  （略） 

 

第 65条  （略） 

 

（証券の受領拒絶）  

第 65条 の ２  金 銭 出 納 員 、 分 任 金 銭 出 納

員、現金取扱員、出納取扱金融機関等及

び公金徴収事務等受託者は、納入義務者

が収入の納付に用いた証券の支払が確実

でないと認める場合は、その受領を拒絶

 

 



しなければならない。 

 

（証券の支払拒絶の場合の収入取消等） （証券の支払拒絶の場合の収入取消等） 

第66条  （略）  第 66条  （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

４  第１項又は前項において準用する第１

項の規定にかかわらず、金銭出納員、分

任金銭出納員、現金取扱員又は公金徴収

事務等受託者が収納した証券の支払の拒

絶 が あ っ た と き は 、 出 納 取 扱 金 融 機 関

は、第２項又は前項において準用する第

１項の規定による報告の際に、当該証券

を 金 銭 出 納 員 に 返 付 し な け れ ば な ら な

い。 

４  前項の規定により準用する第１項の場

合において、金銭出納員が出納取扱金融

機関に払い込んだ証券については、同項

の規定による報告の際に金銭出納員に返

付しなければならない。 

５  金銭出納員は、前項の規定による証券

の返付を受けたときは、当該証券を納付

した納入義務者に対し、当該証券の支払

が拒絶され、かつ、当該収入の納付が取

り消された旨及び当該証券を還付する旨

を納付証券還付通知書により通知しなけ

ればならない。 

 

６  前項の規定による通知をした納入義務

者から支払の拒絶のあった証券について

還付の請求を受けた場合は、当該証券の

受領書を徴し、これと引換えに当該証券

を還付しなければならない。 

 

 

 

（口座振替による支払） （口座振替による支払） 

第 67条  出納取扱金融機関は、口座振替に

係る支払電磁的記録を受領したときは、

企業長名の預金口座から債権者の指定す

る金融機関の預金口座に振替の手続をし

なければならない。 

第 67条  出納取扱金融機関は、口座振替に

係る支払依頼明細票又は支払電磁的記録

を受領したときは、企業長名の預金口座

から債権者の指定する金融機関の預金口

座に振替の手続をしなければならない。 

２  前項の場合において、債権者の指定す

る金融機関に預金口座がないときその他

振替の手続ができないときは、出納取扱

金融機関は、直ちにその旨を振込不能照

会書により金銭出納員に通知しなければ

ならない。 

 

２  前項の場合において、債権者の指定す

る金融機関に預金口座がないときその他

振替の手続ができないときは、出納取扱

金融機関は、直ちにその旨を口座振替不

能通知書により金銭出納員に通知しなけ

ればならない。 

 

（たな卸資産の範囲） （たな卸資産の範囲） 

第 76条  たな卸資産とは、物品のうち次に

掲げるものであって、たな卸経理を行う

ものをいう。 

第 76条  こ の 規 程 に お い て 、 「 た な 卸 資

産」とは、第２条第９号に定める次の物

品であって、たな卸経理を行うものをい



う。 

(1)・ (2) （略） (1)・ (2) （略） 

(3) 量水器（ 市町村域 水道事業 において

経理するものに限る。） 

 

２  （略） 

 

２  （略） 

 

（引継ぎ） （引継ぎ） 

第 80条  所属長は、大阪広域水道企業団契

約規程（平成 31年大阪広域水道企業団管

理 規 程 第 19号 。 以 下 「 契 約 規 程 」 と い

う。）第 34条に規定する検査の終了した

たな卸資産を物品出納員に引き継ぐもの

とする。 

 

第 80条  所属長は、第125条に規定する検査

の終了したたな卸資産を物品出納員に引

き継ぐものとする。 

 

 （出納） 

第81条  削除 

 

第 81条  物品出納員は、所属長の命令によ

りたな卸資産の出納を行う。 

 

（戻入れ） （戻入れ） 

第 86条  物品出納員は、前条の規定により

払い出したたな卸資産に残品が生じ、こ

れを工事請負人又は業者から引き継ぐと

きは、支給品戻入書を徴するとともに、

第 84条の規定に準じて受け入れなければ

ならない。 

 

第 86条  物品出納員は、前条の規定により

払出したたな卸資産に残品が生じ、これ

を工事請負人又は業者から引き継ぐとき

は、支給品戻入書を徴するとともに、第

84条の規定に準じて受け入れなければな

らない。 

 

（発生品） （発生品） 

第87条  （略）  第 87条  （略）  

２  （略） ２ （略） 

３  物品出納員は、前項の規定による通知

を受けたときは、不用品については次条

の規定により処理し、再使用可能なもの

については、第 84条第１項の規定により

受け入れるものとする。 

３  物品出納員は、前項の通知を受けたと

きは、不用品については次条の規定によ

り 処 理 し 、 再 使 用 可 能 な も の に つ い て

は、第 84条の規定により受け入れるもの

とする。 

４ （略） 

 

４  （略） 

 

（直購入） （直購入） 

第 93条  経営管理部長は、消耗品及び第 76

条第１項各号に掲げるたな卸資産（以下

「消耗品等」という。）のうち、購入後

直ちに使用する予定のもので、直接当該

第 93条  経営管理部長は、消耗品及び第 76

条第１項各号に掲げる物品のうち、購入

後直ちに使用する予定のもので、直接当

該予算科目の支出として処理することが



予算科目の支出として処理することがで

きるものを定めることができる。 

できるものを定めることができる。 

２  市町村域水道事業においては、消耗品

等のうち、購入後直ちに使用する予定の

もの又は建設仮勘定を設けて経理する建

設改良工事に使用する予定のものを、所

属長の決裁を経て直接当該予算科目の支

出として処理することができる。 

 

３  第 82条第３号及び第 84条第１項の規定

は、前２項の規定によって処理した消耗

品 等 の う ち 残 品 が 生 じ た 場 合 に 準 用 す

る。 

 

 

 

（準用規定） （準用規定） 

第 96条  第 79条及び第 80条の規定は、たな

卸資産以外の物品の場合に準用する。 

 

第 96条  第 79条から第 81条までの規定は、

た な 卸 資 産 以 外 の 物 品 の 場 合 に 準 用 す

る。 

 

第 101条  （略） 

 

第 101条  （略） 

 

（取替資産）  

第 101条の２ 機械及び装置のうち市町村域

水道事業において経理する量水器は、取

替資産とすることができる。 

 

 

 

（減価償却の方法） （減価償却） 

第102条  （略）  第 102条  （略）  

２  事業管理部長は、前項の規定により減

価償却を行ったときは、減価償却計算書

を作成するものとする。 

２  事業管理部長は、前項の規定により減

価償却を行ったときは、減価償却計算書

を 作 成 し 、 所 属 長 に 通 知 す る も の と す

る。 

３  前条の規定により取替資産としたもの

については、取替法によって行うものと

する。 

 

 

 

（特別償却）  

第 102条の２ 償却資産のうち直接その営業

の用に供する有形固定資産及び無形固定

資産について、経営の健全性を確保する

ため必要がある場合においては、地方公

営企業法施行規則（昭和 27年総理府令第

73号。以下「地企則」という。）第 15条

第１項本文又は第 16条第１項の規定に基

 

 



づき算出した減価償却額に100分の 50を超

えない率を乗じて得た金額を加えた金額

を毎事業年度の減価償却額とすることが

できる。 

 

（減価償却の特例）  

第 102条の３ 有形固定資産で、その帳簿価

額が帳簿原価の100分の５に相当する金額

に達したものは、地企則第 15条第３項の

規定によりその帳簿価額が１円に達する

まで減価償却を行うことができる。 

 

 

２  前項の規定により減価償却を行う場合

は、あらかじめその年数について事業管

理部長の決裁を受けなければならない。 

 

 

第８章 削除 

 

第８章 契約 

 

 （入札及び契約の手続） 

第104条から第127条まで 削除 第 104条  収支等執行者は、売買、貸借又は

請負その他の契約を締結する場合は、原

則として一般競争入札の方法によるもの

とする。ただし、自治令第167条に該当す

る場合は、指名競争入札の方法により、

地企令第 21条の 14第１項各号に該当する

場合は、随意契約の方法によることがで

きる。なお、入札に関する手続について

は、企業長が別に定める。 

 ２  収支等執行者は、当初の契約が次に掲

げるものについては、事業施行の決定を

行った上で契約検査課長に入札及び契約

の手続（工事に係る単価契約にあっては

入 札 の 手 続 ） を 依 頼 し な け れ ば な ら な

い。 

 (1) 工事又は 製造の請 負契約の うち設計

金額又は積算金額が１件250万円を超え

るも ので電子 入札（大 阪広域水道企業

団電 子入札シ ステム（ 以下「電子入札

シス テム」と いう。） のプログラムを

使用 して、電 磁的記録 の送受信により

執行 する入札 をいう。 以下同じ。）に

よるもの 

 (2) 委託契約 （保守点 検等含む 。）のう

ち設計金額又は積算金額が１件100万円

を超えるもので電子入札によるもの 



 (3) 有形固定 資産（土 地を除く 。）、物

品 及びたな 卸資産（ 以下「物 件」とい

う 。）の購 入に係る 契約のう ち購入予

定価格が１件160万円を超えるもの及び

物 件の借入 に係る契 約のうち 設計金額

又 は積算金 額が 80万 円を超え るもので

電子入札によるもの 

 ３  収支等執行者は、前項の手続を経て契

約を締結したもの（工事に係る単価契約

を除く。）について、変更を要する場合

についても、契約検査課長に契約の手続

を依頼しなければならない。 

 

 

４  契約検査課長は、前２項の規定により

入札又は契約の手続の依頼があったとき

は、入札又は契約に必要な手続を執るも

のとする。 

 

 （一括契約） 

 

 

第 105条  複数の所属において、同一の業務

（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 業 務 」 と い

う。）を発注するときは、業務を一括し

て契約すること（以下「一括契約」とい

う。）ができるものとする。この場合、

業務を発注する所属の収支等執行者は、

契約を取りまとめてその手続きを行う所

属（以下「総括所属」という。）の収支

等執行者に一括契約の依頼をしなければ

ならない。また、取りまとめた契約に係

る前条第２項又は第３項に規定する依頼

は、総括所属の収支等執行者が行うもの

とする。 

 

 （権利義務の譲渡禁止） 

 

 

第 106条  この規定により契約した者は、契

約に関する権利義務を収支等執行者の承

認を得ないで第三者に譲渡し、又は担保

に供することはできない。 

 

 （部分払の限度額） 

 

 

第 107条  契約により工事若しくは製造その

他についての請負契約に係る既済部分又

は物件の買入れ契約に係る既納部分に対

し、その完済前又は完納前に代価の一部

を払う必要がある場合における当該支払

金額は、工事又は製造その他についての

請負契約にあっては、その既済部分に対



する代価の 10分の９、物件の買入れ契約

にあっては、その既納部分に対する代価

を超えることができない。 

 

 （一般競争入札の公告） 

 第 108条  一般競争入札の公告は、入札の日

前５日（緊急の必要がある場合において

は、入札の日の前１日）までに、電子入

札システムへの登載、新聞紙への登載、

掲示その他の方法により、次の各号に掲

げる事項を公告しなければならない。 

 (1) 入札に参加する者に必要な資格 

 (2) 入札の場所及び日時 

 (3) 入札に付する事項 

 (4) 契約事項を示す場所 

 (5) 入札保証金に関する事項 

 (6) 入札の無効に関する事項 

 (7) 前各号に 掲げるも ののほか 、必要な

事項 

 

 

２  前項の場合において、建設業法（昭和

24年法律第100号）の適用を受ける工事の

うち予定価格が500万円以上のものに係る

公告は、入札日前に建設業法施行令（昭

和31年政令第273号）第６条に規定する見

積期間をおいてしなければならない。 

 

 （一般競争入札又は指名競争入札の入札保

証金） 

 第 109条  一般競争入札又は指名競争入札に

より契約を締結しようとする場合は、入

札に参加しようとする者の見積もる契約

金額（単価による入札の場合は、契約金

額に予定数量を乗じて得た額とする。）

の100分の２以上の入札保証金を納めさせ

なければならない。 

 

 

２  前項の規定にかかわらず、固定資産等

売却システムによる一般競争入札を行う

ときは、入札に参加しようとする者に、

当該入札に係る予定価格の100分の２以上

の入札保証金を納めさせなければならな

い。 

 



 （一般競争入札又は指名競争入札の入札保

証金の免除） 

 第 110条  一般競争入札又は指名競争入札に

より契約を締結しようとする場合におい

て、次の各号のいずれかに該当するとき

は、入札保証金の全部又は一部の納付を

免除することができる。 

 (1) 一般競争 入札又は 指名競争 入札に参

加し ようとす る者が保 険会社との間に

収支 等執行者 を被保険 者とする入札保

証契約を締結したとき。 

 (2) 自治令第167条の５に規定する資格を

有 する者に よる一般 競争入札 に付する

場 合におい て、落札 者が契約 を締結し

な いことと なるおそ れがない と認めら

れるとき。 

 

 

(3) 指 名 競 争 入 札 に 付 す る 場 合 に お い

て 、落札者 が契約を 締結しな いことと

なるおそれがないと認められるとき。 

 

 （一般競争入札又は指名競争入札の入札保

証金に代わる担保） 

 

 

第 111条  一般競争入札又は指名競争入札の

入札保証金に代わる担保については、第

55条に定めるところによる。 

 

 （一般競争入札又は指名競争入札の入札保

証金の還付等） 

 第 112条  入札保証金は、落札者が納めたも

のについては、契約を締結した後に、そ

の他の者が納めたものについては、入札

終了後速やかに還付するものとする。 

 ２  前項の規定にかかわらず、落札者の納

めた入札保証金は、本人の申出により契

約保証金に充当することができる。 

 

 

３  固 定 資 産 及 び 物 品 の 売 払 い に お い て

は、入札保証金を売買代金の一部に充当

することができるものとする。 

 

 （一般競争入札又は指名競争入札の予定価

格等） 

 第 113条  収支等執行者は、一般競争入札又

は指名競争入札に付する事項の予定価格



を記載し、又は記録した書面をその内容

が認知できない方法により、開札の際こ

れを開札場所に置かなければならない。 

 ２  低入札価格調査基準価格（自治令第167

条の 10第１項又は自治令167条の 10の２第

２項の規定により予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって申込みをした者

又は落札者となるべき者を落札者としな

いこととするか否かを決定するためにそ

の申込みに係る価格によってはその者に

より当該契約の内容に適合した履行がな

されないおそれがあるかどうかについて

の調査を開始する場合の基準となる価格

をいう。以下同じ。）を設けたとき若し

くは失格基準価格（低入札価格調査基準

価格を下回る価格をもって入札した者の

当該入札に係る価格によっては、その者

により当該契約の内容に適合した履行が

なされないと判断する場合の基準となる

価格をいう。以下同じ。）を設けたとき

又は自治令第167条の 10第２項の規定によ

り最低制限価格を設けたときは、前項の

書面に併せてこれを記載し、又は記録し

なければならない。 

 ３  収支等執行者は、入札及び契約の手続

の透明性の向上を図るため必要があると

認めるときは、開札までに予定価格、低

入札価格調査基準価格若しくは失格基準

価格又は最低制限価格を公表することが

できる。この場合において、予定価格を

事前に公表するときは第１項の規定は適

用せず、低入札価格調査基準価格若しく

は失格基準価格又は最低制限価格を事前

に公表するときは第２項の規定は適用し

ない。 

 

 

４  電子入札により落札者を決定するとき

は、電子入札システムに予定価格、低入

札価格調査基準価格若しくは失格基準価

格又は最低制限価格を登録するものとす

る。この場合において、第１項及び第２

項の規定は適用しない。 

 

 （指名競争入札の参加者の指名等） 

 第 114条  収支等執行者は、自治令第 167条

の 12第１項の規定により入札に参加させ

ようとする者を指名するときは、やむを

得ない理由があるときを除き、５人以上



を指名しなければならない。 

 

 

２  自治令第167条の 12第２項の規定による

通知は、第108条第１項第２号から第７号

までに掲げる事項について行わなければ

ならない。この場合において当該入札に

付する事項が建設業法の適用を受ける工

事であるときは、入札の日前に建設業法

施行令第６条に規定する見積期間をおい

て通知しなければならない。 

 

 （随意契約の限度額） 

 第 115条  地企令第21条の14第１項第１号に

より定める額は、次の各号に掲げる契約

の種類に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

 (1) 工事又は製造の請負 250万円 

 (2) 財産の買入れ 160万円 

 (3) 物件の借入れ 80万円 

 (4) 財産の売払い 50万円 

 (5) 物件の貸付け 30万円 

 

 

(6) 前各号に掲げるもの以外のもの 100

万円 

 

 （随意契約の手続） 

 第 116条  地企令第21条の14第１項第３号及

び第４号の管理規程で定める手続は、次

に掲げる手続とする。 

 (1) 毎年度の 当初に、 当該年度 の地企令

第 21条の 14第３号及び第 ４号の規 定に

より 随意契約 の方法に より締結する契

約（ 以下この 条におい て「契約」とい

う。 ）に係る 物品又は 役務の提供の業

務の 発注の見 通しを、 別に定めるとこ

ろにより公表すること。 

 (2) 契約締結 の相当期 間前に、 当該契約

に 係る次に 掲げる事 項を別に 定めると

ころにより公表すること。 

 ア  契約の内容 

 イ  契約の 相手方の 決定の方 法及び基

準 

 ウ  公募に より相手 方を決定 する場合



にあっては、その申請方法 

 エ  ア か ら ウ ま で に 掲 げ る も の の ほ

か、必要な事項 

 (3) 契約締結 後、速や かに当該 契約に係

る次 に掲げる 事項を別 に定める方法に

より公表すること。 

 ア  契約の相 手方の氏 名又は名称及び

住所 

 イ  契約の相手方とした理由 

 

 

ウ  ア及び イに掲げ るものの ほか、必

要な事項 

 

 （見積書の徴取） 

 

 

第 117条  収支等執行者は、随意契約により

契約を締結しようとするときは、見積り

に必要な事項を示し、なるべく２人以上

の 者 か ら 見 積 書 を 徴 さ な け れ ば な ら な

い。ただし、企業長が契約の目的又は性

質により見積書を徴する必要がないと認

めて別に定めるものについては、この限

りでない。 

 

 （せり売り） 

 

 

第 118条  第 108条 第 １ 項 、 第 109条 及 び 第

112条の規定は、せり売りの場合にこれを

準用する。 

 

 （契約書） 

 第 119条  収支等執行者は、契約を締結しよ

うとするときは、次に掲げる事項を記載

した契約書を作成しなければならない。

ただし、契約の性質又は目的により該当

の な い 事 項 に つ い て は 、 こ の 限 り で な

い。 

 (1) 契約の目的 

 (2) 契約金額 

 (3) 履行期限 

 (4) 契約保証金 

 (5) 履行の場所 

 (6) 契約代金 の支払又 は受領の 時期及び

方法 



 (7) 監督及び検査 

 (8) 履行の遅 滞その他 債務の不 履行の場

合 における 遅延利息 、違約金 その他損

害金 

 (9) 危険負担 

 (10) かし担保責任 

 (11) 契約の変更及び解除 

 (12) 契約に関する紛争の解決方法 

 

 

(13) 前各号に掲げるもののほか、必要な

事項 

 

 （契約書の省略及び請書等の徴取） 

 第 120条  次の各号のいずれかに該当すると

きは、前条の規定による契約書の作成を

省略することができる。 

 (1) 一般競争 入札、指 名競争入 札又は随

意契約の方法により、契約金額が150万

円を超えない契約を締結するとき。 

 (2) 物品を売 り払う場 合におい て、買受

人 が直ちに 代金を納 付してそ の物品を

引き取るとき。 

 (3) せり売りに付するとき。 

 (4) 前３号に 掲げる場 合を除く ほか、契

約 の性質又 は目的に より契約 書を作成

する必要がないと認めるとき。 

 

 

２  前項の規定により契約書の作成を省略

する場合においても、別に定める場合を

除き、契約の適正な履行を確保するため

請書その他これに準ずる書面を徴するも

のとする。 

 

 （契約保証金） 

 

 

第 121条  地企令第21条の15の管理規程で定

める契約保証金の率は、契約金額の100分

の５以上とする。 

 

 （契約保証金に代わる担保） 

 

 

第 122条  契約保証金に代わる担保について

は、第 55条に定めるところによるものと

する。 

 



 （契約保証金の免除） 

 第 123条  収支等執行者は、一般競争入札、

指名競争入札又は随意契約の方法により

契約を締結しようとする場合において、

次の各号のいずれかに該当するときは、

契約保証金の全部又は一部の納付を免除

することができる。 

 (1) 契約の相 手方が保 険会社と の間に収

支等 執行者を 被保険者 とする履行保証

保険契約を締結したとき。 

 (2) 契約の相 手方から 委託を受 けた保険

会 社、銀行 、農林中 央金庫そ の他予算

決 算 及 び 会 計 令 （ 昭 和 22年 勅 令 第 165

号）第100条の３第２号の規定に基づき

財 務大臣が 指定する 金融機関 と工事履

行保証契約を締結したとき。 

 (3) 自 治令 第 167条の ５ 又 は同 令 第 167条

の 11に規定 する資格 を有する 者と契約

を 締結する 場合にお いて、そ の者が過

去 ２年の間 に国、地 方公共団 体、独立

行 政 法 人 通 則 法 （ 平 成 11年 法 律 第 103

号 ）第２条 第１項に 規定する 独立行政

法 人、国立 大学法人 法（平成 15年法律

第112号）第２条第１項に規定する国立

大 学法人、 地方独立 行政法人 法（平成

15年法律第118号）第２条第１項に規定

す る地方独 立行政法 人又は沖 縄振興開

発 金融公庫 と種類及 び規模を ほぼ同じ

く する契約 を数回以 上にわた って締結

し 、 こ れ ら を 全 て 誠 実 に 履 行 し 、 か

つ 、契約を 履行しな いことと なるおそ

れがないと認められるとき。 

 (4) 法令に基 づき延納 が認めら れる場合

に おいて、 確実な担 保が提供 されると

き。 

 (5) 固定資産 又は物品 を売り払 う契約を

締 結する場 合におい て、売払 代金が即

納されるとき。 

 (6) 随意契約 を締結す る場合に おいて、

契 約の相手 方が契約 を履行し ないこと

と な る お そ れ が な い と 認 め ら れ る と

き。 

 

 

(7) 変更契約 を締結す る場合に おいて、

企 業長が別 に定める 事項に該 当すると

き。 

 



 （契約保証金の還付） 

 

 

第 124条  契約保証金は、特約した場合を除

き、契約の相手方がその債務の履行を完

了したときにこれを還付する。 

 

 （契約履行の確保） 

 第 125条  収支等執行者は、職員を指定して

地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下

「自治法」という。）第234条の２第１項

の規定により履行の確保又は給付の完了

の確認（給付の完了前に代価の一部を支

払う必要がある場合において行う工事若

しくは製造の既済部分又は物件の既納部

分の確認を含む。）をするため、必要な

監督又は検査をしなければならない。 

 ２  指定された職員は、前項の検査をした

ときは直ちに検査調書を作成しなければ

ならない。ただし、自治令第167条の 15第

３項に該当する場合又は当該検査に係る

契約の契約金額が１件150万円以下である

とき若しくは当該契約が企業長が別に定

めるものに該当するときは、納品書、工

事の完成通知書又は請求書等にその旨を

記載の上記名押印してこれに代えること

ができる。 

 

 

３  前項の規定は、自治令第167条の 15第４

項の規定に基づき検査をした企業団の職

員以外の者について準用する。 

 

 （検査依頼） 

 第 126条  収支等執行者は、前条の規定にか

か わ ら ず 次 に 掲 げ る も の （ 以 下 「 工 事

等」という。）については、事業管理部

長に検査の依頼をしなければならない。

ただし、緊急工事等に係る検査を除く。

なお、工事等に係る検査に必要な事項に

ついては、企業長が別に定める。 

 (1) 工事又は 製造の請 負契約で 検査の依

頼を しようと するとき の契約金額が１

件250万円を超えるもの 

 (2) 測量・建 設コンサ ルタント 等の委託

契 約で検査 の依頼を しようと するとき

の契約金額が１件100万円を超えるもの 

 ２  前項の規定により依頼を受けた事業管



理部長は、職員を指定して検査を行わな

ければならない。 

 

 

３  前項の規定により検査を実施した職員

は、直ちに検査調書を作成し、事業管理

部長は、検査調書を依頼のあった収支等

執行者に送付するものとする。 

 

 （履行遅滞による違約金） 

 第 127条  収支等執行者は、契約の相手方が

その責に帰すべき理由により、契約の履

行期限までに契約を履行しないときは、

違約金を徴収しなければならない。 

 

 

２  前項の違約金の額は、法令で特別の定

めのある場合又は企業長が別に定める場

合のほか、契約の履行期限の翌日から履

行の日までの日数に応じ、契約金額（履

行が可分の契約であるときは、履行遅滞

となった部分の契約金額）につき年５パ

ーセントの割合で計算した額とする。 

 

（資金収支状況） （資金収支状況） 

 第 130条  所属長は、毎月20日までに毎６月

間の資金収支計画書を経営管理部長に送

付するものとする。 

第 130条  経営管理部長は、毎月末をもって

当該月分の資金収支状況を作成しなけれ

ばならない。 

２  経営管理部長は、毎月末をもって当該

月分の資金収支状況を作成しなければな

らない。 

２  経営管理部長は、必要がある場合にお

いて、資金収支計画書の提出を所属長に

要求することができる。 

 

 

別表第１（第３条関係） 

 第１欄 第２欄 第３欄 第４欄 

（略） （略） （略） （略） （略） 

分任 

金銭 

出納 

員 

（略） （略） （略） 

（略） 

水道セ

ンター 

 

（略） 

 泉南水

道セン

ター、

四條畷

水道セ

ン タ

ー、阪

南水道

（略） 

別表第１（第３条関係） 

 第１欄 第２欄 第３欄 第４欄 

（略） （略） （略） （略） （略） 

分任 

金銭 

出納 

員 

（略） （略） （略） 

（略） 

水道セ

ンター 

 

（略） 

 四條畷

水道セ

ンター 

 

 

 

 

 

（略） 



センタ

ー 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

物品 

出納 

員 

（略） （略） （略） 

（略） 

水道セ

ンター 

 

（略） 

 泉南水

道セン

ター、

四條畷

水道セ

ン タ

ー、阪

南水道

センタ

ー 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

収支 

等執 

行者 

浄水場 場長  １ 収入を徴収する

こと（ただし、第１

欄の水道センター以

外においては、第20

条、第21条及び第22

条に規定する収入事

務のうち、契約規程

第４条第１項及び第

２項に規定する契約

の入札保証金及び契

約保証金（工事に係

る単価契約の契約保

証金を除く。）に係

るものを除き、水道

センターにおいて

は、契約規程第４条

第１項に規定する契

約の入札保証金に係

るものを除く。）。 

 

 

２ 配当を受けた歳

出予算の額の範囲内

において、支出負担

行為をすること（契

約規程第４条第１項

及び第２項並びに第

５条前段に規定する

契 約 の 締 結 を 除

く。）。 

３―６ （略） 

送水管

理セン

ター 

所長  

水道事

業所 

所長  

水質管

理セン

ター 

所長  

水道セ

ンター 

所長  

議会事

務局 

事務局

長 

 

監査委

員事務

局 

事務局

長 

 

 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

物品 

出納 

員 

（略） （略） （略） 

（略） 

水道セ

ンター 

 

（略） 

 四條畷

水道セ

ンター 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

収支 

等執 

行者 

浄水場 場長  １ 収入を徴収する

こと（ただし、第１

欄の水道センター以

外においては、第20

条、第21条及び第22

条に規定する収入事

務のうち、第104条

第２項及び第３項に

規定する契約の入札

保証金及び契約保証

金（工事に係る単価

契約の契約保証金を

除く。）に係るもの

を除き、水道センタ

ーにおいては、附則

第４条、第５条及び

第６条に規定する収

入事務のうち、附則

第42条に規定する契

約の入札保証金に係

るものを除く。）。 

２ 配当を受けた歳

出予算の額の範囲内

において、支出負担

行為をすること（第

104条第２項及び第

３項並びに第105条

前段に規定する契約

の締結を除く。）。 

 

３―６ （略） 

送水管

理セン

ター 

所長  

水道事

業所 

所長  

水質管

理セン

ター 

所長  

水道セ

ンター 

所長  

議会事

務局 

事務局

長 

 

監査委

員事務

局 

事務局

長 

 

 



 

別表第２（第８条関係） 

伝票の

種類 
作成者 内容  

収入伝

票 

金銭出

納員、

収支等

執行者 

現金の収

納取引 
 

支出伝

票 

収支等

執行者 

支出の取

引 
 

調定振

替伝票 

収支等

執行者 

収入の取

引 
 

振替伝

票 

収支等

執行者 

上記以外

の取引 
 

 

 

別表第２（第８条関係） 

伝票の

種類 
作成者 内容 作成時期 

収入伝

票 

金銭出

納員 

現金の収

納取引 

金銭出納員、分任金

銭出納員、出納取扱

金融機関等が金銭を

収納した日 

支出伝

票 

収支等

執行者 

支出の取

引 

支出の命令を行った

日 

調定振

替伝票 

収支等

執行者 

収入の取

引 

収入の調定を行った

日 

振替伝

票 

収支等

執行者 

上記以外

の取引 
取引発生の日 

 

 備考  市町村域水道事業においては、調定

振替伝票は用いない。 

 

別表第３（第10条関係） 別表第３（第10条関係） 

 Ⅰ  水道用水供給事業・工業用水道事業 

整理番号 会計帳簿 担当者 

（略） （略） （略） 

(23) 現金出納簿 資金前渡職員 

(23) 現金出納簿 現金取扱員 
 

整理番号 会計帳簿 担当者 

（略） （略） （略） 

(23) 

 

現金出納簿 

 

資金前渡職員 

 
 

 Ⅱ  市町村域水道事業 

 ①四條畷水道事業 

 １ 予算差引簿 収支等執行者 

２ 総勘定元帳 財務課長 

３ 現金預金出納簿 金銭出納員 

(３) 現金預金出納簿 分任金銭出納員 

(３) 現金預金出納簿 資金前渡職員 

(３) 現金預金出納簿 現金取扱員 

４ 貯蔵品受払簿 物品出納員 

５ 固定資産台帳 固定資産管理主任 

６ 企業債台帳 財務課長 
 

 ②太子水道事業 

 １ 予算執行実績表 収支等執行者 

２ 
支出負担執行実績

表 

収支等執行者 

３ 総勘定元帳 財務課長 

４ 内訳簿 財務課長 

５ 調定簿 収支等執行者 

６ 出納簿 金銭出納員 

(６) 出納簿 分任金銭出納員 

７ 貯蔵品受払簿 物品出納員 



８ 経過勘定整理簿 財務課長 

９ 工事費内訳整理簿 収支等執行者 

10 給水工事台帳 収支等執行者 

11 固定資産台帳 固定資産管理主任 
 

 ③千早赤阪水道事業 

 １ 収入予算差引簿 収支等執行者 

２ 
支出（たな卸資産

購入）予算執行 

収支等執行者 

(２) 計画整理簿 収支等執行者 

３ 総勘定元帳 財務課長 

４ 総勘定内訳簿 財務課長 

５ 収納明細表 収支等執行者 

６ 調定明細表 収支等執行者 

７ 現預金出納簿 金銭出納員 

(７) 現預金出納簿 分任金銭出納員 

(７) 現預金出納簿 資金前渡職員 

(７) 現預金出納簿 現金取扱員 

８ 貯蔵品受払簿 物品出納員 

９ 未振替一覧表 収支等執行者 

10 振替一覧表 収支等執行者 

11 固定資産台帳 固定資産管理主任 

12 企業債台帳 財務課長 
 

備考 （略） 

 

備考 （略） 

 

別表第４（第13条関係） 別紙のとおり 

 

別表第４（第13条関係） 別紙のとおり 

 

別表第６（第76条関係） 

大分類 小分類 

（略） （略） 

消耗工具器具及び備品 （略） 

量水器 量水器 

  
 

別表第６（第76条関係） 

大分類 小分類 

（略） （略） 

消耗工具器具及び備品 

 

（略） 

 

  
 

（ 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 会 計 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 規 程 の 一 部 改 正 ）  

第 ２ 条  大 阪 広 域 水 道 企 業 団 会 計 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 規 程 （ 平 成 29年

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 管 理 規 程 第 17号 ） の 一 部 を 改 正 す る 。  

附 則 第 ２ 条 か ら 第 40条 ま で を 削 る 。  

   附  則  

 こ の 規 程 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 


